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-------------------------------------------------------------------------------------- 

価格交渉促進月間（2024 年９月）の 

フォローアップ調査結果～中小企業庁 

 

原材料費やエネルギー価格、労務費などが

上昇する中、多くの中小企業が価格交渉・価格

転嫁できる環境を整備するため、中小企業庁で

は 2021 年９月より、毎年３月と９月を「価格交渉

促進月間」と設定し、受注企業が発注企業にど

の程度価格交渉・価格転嫁できたかを把握する

ための調査を実施しています。 

11 月 29 日に公表された 2024 年９月のフォ

ローアップ調査の結果では、価格転嫁に関する

発注側企業による説明状況や、サプライチェー

ンの各段階における価格転嫁の状況、官公需

における価格交渉・価格転嫁の状況についても

初めて調査が行われました。 

 

◆価格交渉の状況 

直近６か月間における価格交渉の状況は、

「発注側企業から申し入れがあり、価格交渉が

行われた」割合は、前回から約２ポイント増の

28.3％、「価格交渉が行われた」割合も前回から

約１ポイント増の 86.4％でした。 

発注企業からの申し入れは浸透しつつあるも

のの、受注企業の意に反して「交渉が行われな

かった」割合が約 1.5 割あり、引き続き、労務費

指針の徹底等による価格交渉・転嫁への機運

醸成が必要です。 

 

 

 

◆価格転嫁の状況 

 コスト全体の価格転嫁率は 49.7％で、今年３

月より約３ポイント増加しています。「全額価格

転嫁できた」割合は、前回から約３ポイント増の

25.5％、「一部でも価格転嫁できた」割合も前回

から約３ポイント増の 79.9％と、増加しました。 

価格転嫁の状況は改善してはいますが、「転

嫁できた企業」と「できない企業」で二極化がみ

られ、転嫁対策の徹底が重要です。 

 

◆価格転嫁に関する発注側企業による説明 

今回調査では、価格転嫁に関する発注側企

業による説明を初めて調査しました。価格交渉

が行われたものの、コスト上昇分の全額の価格

転嫁には至らなかった企業（全体の 37.8％）のう

ち、発注側企業から価格転嫁について、「納得

できる説明があった」と回答した企業は約６割あ

りました。一方で、「発注側企業から説明はあっ

たものの、納得できるものではなかった」または

「発注側企業からの説明はなかった」とする回答

が約４割となっています。 

発注側企業に対し、価格交渉の場の設定の

みならず、価格に関する受注側企業への十分な

説明も求めていく必要があります。 

 

【中小企業庁「価格交渉促進月間（2024 年９月）

フォローアップ調査結果」】 

https://www.meti.go.jp/press/2024/11/2024

1129001/20241129001-1.pdf 
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新卒者の採用・選考活動動向 

～東京商工会議所の調査結果より 

 

東京商工会議所は、新卒者や既卒者（卒業・

修了後３年以内等）の採用を検討している会員

企業と会員学校法人（大学・専門学校等）の就

職支援担当者が一堂に会する情報交換会を年

に３回程度実施しています。その情報交換会に

参加した企業を対象に、2025 年新卒者の採用･

選考活動等の動向を把握するための調査が実

施され、結果が公表されました。 

 

◆調査結果の概要 

(1) 回答企業の属性 

・業種：製造業 22.8％、建設業 16.8％、情報通

信・情報サービス業 16.5％、卸売業 13.6％、

小売業 4.1％、金融・保険・不動産業 2.5％、

宿泊・飲食業 1.3％、その他 22.5％ 

・従業員規模：101～300 人（30.7％）、501 人以

上（24.7％）、51～100 人（15.5％）、301～500

人（13.3％）ほか 

(2) 採用市場の感じ方：「厳しい採用環境であ

る（採用が困難）」と回答した企業割合 98.7％ 

(3) 2024 年９月時点の内々定者数：50％未満

と回答した企業が 47.5％ 

(4) 採用選考活動時における学生の評価材料

を取得することができるインターンシップ 

・インターンシップの改正についての認知度：

59.2％が知っている 

・今年度実施した、もしくは実施する予定がある

と回答した企業：25.8％ 

(5) 2025 年新卒者の初任給の引き上げ 

・引き上げた（引き上げる）と回答した企業：

53.5％ 

・３％以上引き上げると回答した企業：37.5％ 

・引き上げの理由として、77％が「人材を確保す

るため」とし、「物価上昇に対応するため」

（51.5％）や「在職者のベースアップを行ったた

め」（49.1％）との回答も見られた。 

(6) 2024 年新卒者の外国人留学生の採用実

績等 

・外国人留学生のニーズがある企業は 26.9％

で、実際に採用できた企業は 13.6％だが、

「国内外を問わず優秀な人材を確保するた

め」と考える企業は 91.6％にのぼる。 

 

多くの企業が 2025 年度の新卒採用に苦慮し

ている様子がうかがえます。安定した採用活動

を進めるためにも、各種制度や給付金なども有

効に活用するとよいでしょう。 

 

【東京商工会議所「新卒者の採用・選考活動動向

に関する調査［集計結果］」】 

https://www.tokyo-

cci.or.jp/file.jsp?id=1204709 

 

 

１月 20 日から、希望する離職者のマイナ

ポータルに離職票を直接送付する 

サービスが始まります 

 

◆離職票が使われる場面  

離職票とは、雇用保険の被保険者が離職後

に求職者給付（基本手当等）を受給するために

必要な書類です。離職票は現在、ハローワーク

から事業所を通して離職者に送られています

が、2025 年１月 20 日から、希望する離職者の

マイナポータルに直接送付するサービスが始ま

ります。離職者がハローワークで求職の申込み

をするには、事業所から離職票が届くまで１週間

から 10 日ほど待つ必要がありましたが、新サー

ビスを使えばその期間が短縮されます。事業所

は離職者に離職票を送る手間が省けます。 

 

◆離職票が送付されるまでの流れ  

現在、事業所が資格喪失届と離職証明書を

ハローワークに提出すると、離職証明書は３枚

複写になっており、ハローワークはそのうち事業

主控と離職票を事業所に郵送または電子送付

します。事業所はその離職票を離職者に郵送し

ます。2025 年１月 20 日から一定の条件を満た

した場合は、事業所が資格喪失届と離職証明

書をハローワークに電子申請すると、ハロー

ワークは離職証明書の事業主控を事業所に電

子送付し、離職票を離職者のマイナポータルに

直接送付します。 
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◆離職票のマイナポータル直接送付のために  

事業所がやるべきこと  

(1) 被保険者の方に被保険者向けリーフレット

を使って周知しましょう。このサービスが被保

険者の任意であることに留意する必要があり

ます。 

(2) 被保険者本人のマイナポータルで、マイナン

バーがハローワークに登録されているか確認

してもらいます。登録されていない場合は、事

業所が「個人番号登録・変更届」をハロー

ワークに提出し、マイナンバーを登録してくだ

さい。 

(3) 被保険者のマイナンバー登録が済んでいる

場合は、被保険者本人にマイナポータル上で

「雇用保険 WEB サービス」との連携設定を

行ってもらいます。(2)(3)は資格喪失届提出

の２週間前までに行ってください。 

(4) 雇用保険の離職手続を電子申請で行ってく

ださい。電子申請ではなく紙様式でハロー

ワークに届け出た場合は、離職票は従来どお

り事業所経由となります。 

 
【厚生労働省「〔事業主の皆さまへ〕2025 年１月か

ら、希望する離職者のマイナポータルに「離職票」

を直接送付するサービスを開始します！」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/00

1344616.pdf 

 

 

１月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

 

10 日 

○ 源泉徴収税額（※）・住民税特別徴収税額

の納付［郵便局または銀行］ 

※ただし、６ヶ月ごとの納付の特例を受けて

いる場合には、令和６年 7 月から 12 月まで

の徴収分を 1 月 20 日までに納付 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞［公

共職業安定所］ 

31 日 

○ 法定調書＜源泉徴収票・報酬等支払調書・

同合計表＞の提出［税務署］ 

○ 給与支払報告書の提出＜１月１日現在のも

の＞［市区町村］ 

○ 固定資産税の償却資産に関する申告［市区

町村］ 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜

第４期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出＜休業４日未満、

10 月～12 月分＞［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀

行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金

事務所］ 

○ 労働保険料納付＜延納第３期分＞ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保

険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末

日＞［公共職業安定所］ 

○ 固定資産税に係る住宅用地の申告［市区町

村］ 

 

本年最初の給料の支払を受ける日の前日まで 

○ 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書の

提出［給与の支払者（所轄税務署）］ 

○ 本年分所得税源泉徴収簿の書換え［給与

の支払者］ 

 

 

 


